
年 月 日

文京区長　殿

（設置者）

印

（郵便番号 1 1 2 ‐▲●●▲）

－ － － －

（郵便番号 1 1 2 ‐●●▲▲ ）

計 ヶ 所

昭 和 × × 年 1 月 1 日

　このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

事業者（法人）番号

１　届出の内容 　（該当の項目に○をつける）

代表者氏名

理事長

（ビルの名称等）

法令遵守責任者の氏名（フリガナ）

法第51条の31（指定相談支援事業者）

昭和××

＊別表に記載

氏  名

事業所番号

生年月日

所在地

都道
府県

社会福祉法人　文京介護

２
　
　
事
業
者
（

設
置
者
）

シャカイフクシホウジン　ブンキョウカイゴ

春日１－１６－２１

年 1 1

第3号

第4号

2

(2)

(1)

生年
月日

業務執行の状況の監査の方法の概要（別添のとおり）

事業者（法人）番号

業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（別添のとおり）

事業所名称

東京
郡市
区

３　事業所名称等及び
　　所在地（複数ある
　　場合は別表に記入）

第2号

****

月 日

東京
郡市
区

FAX番号 03 2222

文京

受付番号

平成

障害者総合支援法・児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書

５　障害者総合支援法施行
　　規則第34条の62第1項
　　第2号から第4号に基づ
　　く届出事項（該当の項
　　目すべてに○をつけ
る）

代表者の職名・
氏名・生年月日

連　絡　先

フ リ ガ ナ

名称又は氏名

住　　　所
（主たる事務所

の所在地）

４　障害者総合支援法
　　上の該当する条文
　　(事業者の区分）

法 人 の 種 別

代表者の住所

文京　太郎（ブンキョウ　タロウ）

03電話番号

社会福祉法人

指定年月日

1111 ****

職
名

小石川１－１－１

６
区
分
変
更

　　　　　　　年　　月　　日

区分変更前行政機関名称、担当部(局）課

区分変更後行政機関名称、担当部(局）課

区分変更日

区分変更の理由

文京

ブンキョウ　タロウﾌﾘｶﾞﾅ

（ビルの名称等）

文京　太郎

都道
府県

事 業 者

法第51条の31第2項関係（整備）

法第51条の31第4項関係（区分の変更）

文京　太郎

社会福祉法人　文京介護

所 在 地 東京都春日１－１６－２１

名 称

(1)（整

備）に○

を付けて

ください。 

相談支援事
業所登録の
内容等と一
致させてく
ださい。 

※事業所等が多数ある場合は別表に
記載し、事業所等の合計数のみを記
入してください。 

※第２号につ

いては、氏名

（ﾌﾘｶﾞﾅ）及

び生年月日を

記入してくだ

さい。 

 

※第３号、第

４号を届け出

る場合は、概

要等がわかる

資料（写しで

も可）を添付

業務管理体

制を整備し、

届け出る場

合は、６の

欄に記入す

る必要はあ

りません。 

 
記入例1 業務管理体制の整備に関して届け出る場合 



年 月 日

文京区長　殿

（設置者）

印

（郵便番号 ）

－ － － －

（郵便番号 ‐ ）

計 ヶ 所

年 月 日

× × × × × × × × × ×

所 在 地 東京都春日１－１６－２１

ﾌﾘｶﾞﾅ

（ビルの名称等）

事 業 者

法第51条の31第2項関係（整備）

法第51条の31第4項関係（区分の変更）

文京　太郎

社会福祉法人　文京介護

６
区
分
変
更

文京区福祉部障害福祉課

○○区にて特定相談支援事業所の指定を受けたため

東京都福祉保健局障害者施策推進部計画課事業者指定係

　　平成　××　年　××月　××　日

区分変更前行政機関名称、担当部(局）課

区分変更後行政機関名称、担当部(局）課

区分変更日

区分変更の理由

電話番号

指定年月日

職
名

代表者の職名・
氏名・生年月日

連　絡　先

フ リ ガ ナ

名称又は氏名

住　　　所
（主たる事務所

の所在地）

４　障害者総合支援法
　　上の該当する条文
　　(事業者の区分）

法 人 の 種 別

代表者の住所

受付番号

平成

障害者総合支援法・児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書

月 日

郡市
区

FAX番号

業務執行の状況の監査の方法の概要（別添のとおり）

事業者（法人）番号

業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（別添のとおり）

事業所名称
３　事業所名称等及び
　　所在地（複数ある
　　場合は別表に記入）

第2号５　障害者総合支援法施行
　　規則第34条の62第1項
　　第2号から第4号に基づ
　　く届出事項（該当の項
　　目すべてに○をつけ
る）

第3号

第4号

生年
月日

都道
府県

２
　
　
事
業
者
（

設
置
者
）

年

都道
府県

氏  名

事業所番号

生年月日

所在地

法令遵守責任者の氏名（フリガナ）

法第51条の31（指定相談支援事業者）

名 称

(2)

(1)

　このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

事業者（法人）番号

１　届出の内容 　（該当の項目に○をつける）

代表者氏名

（ビルの名称等）

(2)（区分の
変更）に○
を付けてく
ださい。 

記入例２ 届出先区分の変更が生じた場合 
（例）文京区以外で指定を受けたため届出先が東京都になる場合 
※区分変更前及び区分変更後の行政機関へそれぞれ届出必要です 

区分変更
前行政機
関が付番
した番号
を記入し
てくださ
い。 

区分変更前行政機関へ届け出る場合は、２，３,４,５の欄に記入する必要はありま

せん。 
 
 

届出先区分
に変更が生
じた場合、
６の欄を記
入してくだ
さい。 

事業所等の新規指定・廃止等により区分が
変更された日を記入してください。 



年 月 日

文京区長　殿

（設置者）

印

（郵便番号 1 1 2 ‐▲●●▲）

－ － － －

（郵便番号 1 1 2 ‐●●▲▲ ）

計 ヶ 所

昭 和 × × 年 1 月 1 日

× × × × × × × × × ×

　このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

事業者（法人）番号

１　届出の内容 　（該当の項目に○をつける）

代表者氏名

理事長

（ビルの名称等）

法令遵守責任者の氏名（フリガナ）

法第51条の31（指定相談支援事業者）

昭和××

文京区春日×ー×ー×文京介護

氏  名

事業所番号

生年月日

所在地

×××××××××

都道
府県

社会福祉法人　文京介護

２
　
　
事
業
者
（

設
置
者
）

シャカイフクシホウジン　ブンキョウカイゴ

春日１－１６－２１

年 1 1

第3号

第4号

(2)

(1)

生年
月日

業務執行の状況の監査の方法の概要（別添のとおり）

事業者（法人）番号

業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（別添のとおり）

事業所名称

東京
郡市
区

３　事業所名称等及び
　　所在地（複数ある
　　場合は別表に記入）

第2号

****

月 日

東京
郡市
区

FAX番号 03 2222

文京

受付番号

平成

障害者総合支援法・児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書

５　障害者総合支援法施行
　　規則第34条の62第1項
　　第2号から第4号に基づ
　　く届出事項（該当の項
　　目すべてに○をつけ
る）

代表者の職名・
氏名・生年月日

連　絡　先

フ リ ガ ナ

名称又は氏名

住　　　所
（主たる事務所

の所在地）

４　障害者総合支援法
　　上の該当する条文
　　(事業者の区分）

法 人 の 種 別

代表者の住所

文京　太郎（ブンキョウ　タロウ）

03電話番号

社会福祉法人

指定年月日

1111 ****

職
名

小石川１－１－１

６
区
分
変
更

東京都福祉保健局障害者施策推進部計画課事業者指定係

○○区にて指定を受けた特定相談支援事業所を廃止し、文

京区所在の特定相談支援事業所のみになったため

文京区福祉部障害福祉課

　　平成　××　年　××月　××　日

区分変更前行政機関名称、担当部(局）課

区分変更後行政機関名称、担当部(局）課

区分変更日

区分変更の理由

文京

ブンキョウ　タロウ

平成××年×月×日

ﾌﾘｶﾞﾅ

（ビルの名称等）

文京　太郎

都道
府県

事 業 者

法第51条の31第2項関係（整備）

法第51条の31第4項関係（区分の変更）

文京　太郎

社会福祉法人　文京介護

所 在 地 東京都春日１－１６－２１

名 称

(2)（区分の
変更）に○
を付けてく
ださい。 

相談支援事
業所登録の
内容等と一
致させてく
ださい。 

※第２号につ

いては、氏名

（ﾌﾘｶﾞﾅ）及

び生年月日を

記入してくだ

さい。 

 

※第３号、第

４号を届け出

る場合は、概

要等がわかる

資料（写しで

も可）を添付

 
記入例３ 届出先区分の変更が生じた場合 
（例）文京区以外の事業所を廃止したため届出先が文京区になる場合 
※区分変更前及び区分変更後の行政機関へそれぞれ届出必要です 

区分変更
前行政機
関が付番
した番号
を記入し
てくださ
い。 

届出先区分

に変更が生

じた場合は、

６の欄にも

記入してく

ださい。 事業所等の新規指定・廃止等により区分が
変更された日を記入してください。 


